
様式第１号－１（第５条関係）                             

  令和    年    月    日  
簡易耐震診断申込書（戸建て住宅）   

加古川市長 様         申込者  〒             

（所有者） 

住 所                                

 

     ﾌﾘｶﾞﾅ 

     氏 名                                

 

                             電 話 （      ）       -                

 

 

 加古川市簡易耐震診断推進事業実施要綱に基づく耐震診断を受けたいので、下記のとおり 

申し込みます。                           ※ 該当する□に、✔を入れてください。 

建物所在地 〒675- 

  加古川市 

診断立会予定者 

 

□ 申込者に同じ       フリガナ 

□ 申込者と異なる  →  氏名（                     ） 

申込者との関係（       ） 電話番号（     ）     - 

簡易耐震診断員 

※診断員の承諾を得られて

から記入してください。 

事務所名  

氏   名  診断員番号  

電話番号  □ 診断員に連絡済 

建築年月日 年      月  頃 

建築確認 年     月     日  第       号 ・ 不明 

検査済証 年     月     日  第       号 ・ 不明 

増築について 

※構造上一体となる増築に

ついて記入してください。 

□ なし    □ あり （増築時期 ：           年     月頃 ） 

※昭和 56年 6月以降に建築されたことが判明した場合、または昭和 56年

6月以降の一体的な増築があったこと等が判明した場合、その時点で診

断を中止します。 

住宅以外の用途 □ なし    □ あり （                      ） 

構造 ・ 規模 

 

※ﾂｰﾊﾞｲﾌｫｰ工法や丸太組工

法の住宅は診断できません。 

構造 ： □木造   □鉄骨造   □鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造    □不明  

□その他（                         ） 

地上      階、 地下  -  階 

延べ面積       ㎡ （うち、住宅以外の用に供する面積       ㎡） 

図面の有無 □ なし    □ あり 

添付書類 □建築時期がわかるもの □住宅の所有者がわかるもの  □付近見取図  
（住宅改造費助成事業の申し込み： □あり □なし） 



 
 

 

 令和 4年 5月 1日  

 

簡易耐震診断申込書（戸建て住宅） 
加古川市長 様                                    

     申込者   〒 675-0031   

（所有者）   住 所  加古川市加古川町北在家 2000      

 

     ﾌﾘｶﾞﾅ  ｶ ｺ ｶﾞ ﾜ ﾀ ﾛ ｳ 

     氏 名  加古川  太郎                    

 

                             電 話 （ 079 ）421 - 2000                    

       

 

 加古川市簡易耐震診断推進事業実施要綱に基づく耐震診断を受けたいので、下記のとおり 

申し込みます。                           ※ 該当する□に、✔を入れてください。 

建物所在地 〒675-0031 

  加古川市加古川町北在家 2000 

診断立会予定者 

 

☑ 申込者に同じ       フリガナ 

□ 申込者と異なる  →  氏名（                     ） 

申込者との関係（       ） 電話番号（     ）     - 

簡易耐震診断員 

※診断員の承諾を得られて

から記入してください。 

事務所名 兵庫建築設計事務所(株) 

氏名 兵庫 一郎 診断員番号 012345 

電話番号 079-420-2222 ☑ 診断員に連絡済 

建築年月日 昭和 51年  9月頃完成 

建築確認 昭和 51年  3月 1日 第  555号 ・ 不明 

検査済証 昭和 51年  9月 1日 第  666号 ・ 不明 

増築について 

※構造上一体となる増築に

ついて記入してください。 

☑ なし    □ あり （増築時期 ：           年     月頃 ） 

※昭和 56年 6月以降に建築されたことが判明した場合、または昭和 56年 6

月以降の一体的な増築があったこと等が判明した場合、その時点で診断を

中止します。 

住宅以外の用途 ☑ なし    □ あり （                      ） 

構造 ・ 規模 

 

※ﾂｰﾊﾞｲﾌｫｰ工法や丸太組工

法の住宅は診断できません。 

構造 ： ☑木造   □鉄骨造   □鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造    □不明  

□その他（                         ） 

地上 2 階、 地下  -  階 

延べ面積 85.8 ㎡ （うち、住宅以外の用に供する面積 0 ㎡） 

図面の有無 ☑ なし    □ あり 

添付書類 ☑建築時期がわかるもの ☑住宅の所有者がわかるもの ☑付近見取図                         （住宅改造費助成事業の申し込み：☑あり □なし） 
★住宅の所有者が、申込者となります。 

※異なる場合は、建築指導課へ事前にご相談ください。 

診断員名簿から、 

申込者が選んで 

ください 

住宅地図の写しは 

建築指導課で 

用意します 

【添付書類】 

①住宅の建築年月が確認できる書類（いずれか 1点） 

○建築確認通知書または検査済証 
○建物登記簿謄本（登記事項証明書） 
○資産証明書（建築年が記載されたもの） 

※市民センターもしくは資産税課で交付 
※建築計画概要書があれば、上記の書類が不要となる 
場合があります。 

②住宅の所有者が確認できる書類 （いずれか 1点） 

○固定資産税納税通知書（最新のもの） 
○建物登記簿謄本（登記事項証明書） 
○資産証明書（建築年が記載されたもの） 

※市民センターもしくは資産税課で交付 
○その他所有権を有することが確認できる書類 

 

※①②で重複する書類は、1部の提出で結構です。 

・ﾌﾘｶﾞﾅを記入してください。 

・必ず連絡がつくところ 

（携帯番号でも可） 


